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１．18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （百万円未満の金額は、いずれも切り捨てて表示しております。）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 170,770 (0.1) 1,309 (△9.4) 1,403 (△13.2)

17年９月中間期 170,630 (6.0) 1,445 (45.0) 1,616 (37.9)

18年３月期 368,308 4,195 4,411

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 854 (△8.6) 44 52

17年９月中間期 934 (46.6) 51 58

18年３月期 2,627 136 71

（注）①期中平均株式数 18年９月中間期 19,201,849株 17年９月中間期 18,127,029株 18年３月期 18,575,557株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 121,913 36,168 29.7 1,880 51

17年９月中間期 112,081 33,795 30.2 1,791 84

18年３月期 133,050 35,664 26.8 1,857 55

（注）①期末発行済株式数 18年９月中間期 19,233,449株 17年９月中間期 18,860,610株 18年３月期 19,152,094株

②期末自己株式数 18年９月中間期 40,596株 17年９月中間期 32,815株 18年３月期 39,176株

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 380,000 4,900 2,850

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　148円18銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年３月期 15.0 15.0 30.0

19年３月期（実績） 15.0 －  

19年３月期（予想） － 15.0 30.0

（注）18年９月中間期末配当金の内訳　記念配当　－円－銭　特別配当　－円－銭

※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要

因によって予想数値と異なる場合があります。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  5,687   4,835   3,206   

２．受取手形 ※３ 10,150   11,342   10,205   

３．売掛金  54,122   62,823   75,518   

４．たな卸資産  15,999   16,572   16,816   

５．前払費用  125   151   67   

６．繰延税金資産  868   597   790   

７．短期貸付金  796   384   664   

８．未収入金  2,731   3,430   4,013   

９．その他  13   12   14   

貸倒引当金  △675   △120   △586   

流動資産計   89,818 80.1  100,030 82.1  110,709 83.2

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物  3,998   3,817   3,895   

(2）構築物  61   50   54   

(3）器具及び備品  612   655   751   

(4）土地  9,094   9,094   9,094   

有形固定資産計   13,765 12.3  13,617 11.2  13,795 10.4

２．無形固定資産           

(1）借地権  330   330   330   

(2）ソフトウェア  2,163   1,936   2,171   

(3）ソフトウェア仮勘定  －   12   －   

(4）電話加入権  78   78   78   

無形固定資産計   2,572 2.3  2,358 1.9  2,580 1.9

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  1,462   1,898   1,928   

(2）関係会社株式  1,901   1,901   1,901   

(3）長期前払費用  43   34   38   

(4）長期営業債権  215   132   159   

(5）繰延税金資産  646   324   293   

(6）差入保証金  1,684   1,604   1,615   

(7）その他  186   143   186   

貸倒引当金  △215   △132   △159   

投資その他の資産計   5,924 5.3  5,906 4.8  5,964 4.5

固定資産計   22,262 19.9  21,882 17.9  22,340 16.8

資産合計   112,081 100.0  121,913 100.0  133,050 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形 ※３ 8,463   11,785   9,894   

２．買掛金  56,728   61,893   74,321   

３．１年以内に返済予定の長期
借入金

 2,920   980   3,380   

４．未払金  1,784   1,788   1,905   

５．未払費用  128   142   127   

６．未払法人税等  596   403   839   

７．未払消費税等 ※２ 132   224   166   

８．前受金  176   193   226   

９．預り金  374   112   326   

10．賞与引当金  908   831   789   

11．役員賞与引当金  －   25   －   

流動負債計   72,214 64.4  78,380 64.3  91,976 69.1

Ⅱ　固定負債           

１．新株予約権付社債  1,579   1,064   1,176   

２．長期借入金  2,510   4,100   2,140   

３．退職給付引当金  526   603   620   

４．役員退職給与引当金  244   230   265   

５．その他  1,211   1,365   1,207   

固定負債計   6,071 5.4  7,364 6.0  5,409 4.1

負債合計   78,286 69.8  85,744 70.3  97,386 73.2

           

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   11,029 9.9  － －  11,231 8.4

Ⅱ　資本剰余金           

１．資本準備金  11,210   －   11,411   

資本剰余金合計   11,210 10.0  － －  11,411 8.6

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金  247   －   247   

２．任意積立金  9,600   －   9,600   

３．中間（当期）未処分利益  1,564   －   2,973   

利益剰余金合計   11,411 10.1  － －  12,821 9.6

Ⅳ　その他有価証券評価差額金   183 0.2  － －  253 0.2

Ⅴ　自己株式   △40 △0.0  － －  △53 △0.0

資本合計   33,795 30.2  － －  35,664 26.8

負債及び資本合計   112,081 100.0  － －  133,050 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本  

１　資本金  － － 11,287 9.2 － －

２　資本剰余金  

(1）資本準備金  － 11,467 －

(2）その他資本剰余金  － 0 －

資本剰余金合計  － － 11,467 9.4 － －

３　利益剰余金  

(1）利益準備金  － 247 －

(2）その他利益剰余金  

別途積立金  － 11,500 －

繰越利益剰余金  － 1,553 －

利益剰余金合計  － － 13,300 10.9 － －

４　自己株式  － － △56 △0.0 － －

株主資本合計  － － 36,000 29.5 － －

Ⅱ　評価・換算差額等  

１　その他有価証券評価差額金  － － 168 0.2 － －

評価・換算差額等合計  － － 168 0.2 － －

純資産合計  － － 36,168 29.7 － －

負債純資産合計  － － 121,913 100.0 － －
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   170,630 100.0  170,770 100.0  368,308 100.0

Ⅱ　売上原価   158,782 93.1  158,938 93.1  343,361 93.2

売上総利益   11,847 6.9  11,832 6.9  24,946 6.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費   10,401 6.1  10,523 6.1  20,751 5.6

営業利益   1,445 0.8  1,309 0.8  4,195 1.2

Ⅳ　営業外収益           

１．受取利息及び配当金  109   70   112   

２．雑収入  374 484 0.3 288 359 0.2 694 807 0.2

Ⅴ　営業外費用           

１．支払利息  45   57   94   

２．雑損失  267 313 0.2 207 264 0.2 496 591 0.2

経常利益   1,616 0.9  1,403 0.8  4,411 1.2

Ⅵ　特別利益           

１．関連会社株式売却益  105   －   105   

２．貸倒引当金戻入益  － 105 0.1 64 64 0.1 136 241 0.1

Ⅶ　特別損失           

１．固定資産除却損  97   －   110   

２．事務所解約に伴う損失  － 97 0.1 － － － 116 227 0.1

税引前中間(当期)純利益   1,624 0.9  1,468 0.9  4,425 1.2

法人税、住民税及び事業税  557   394   1,282   

法人税等調整額  131 689 0.4 219 614 0.4 514 1,797 0.5

中間（当期）純利益   934 0.6  854 0.5  2,627 0.7

前期繰越利益   629   －   629  

中間配当額   －   －   282  

中間(当期)未処分利益   1,564   －   2,973  

           

－ 32 －



(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高

（百万円）
11,231 11,411 － 11,411 247 9,600 2,973 12,821 △53 35,410

中間会計期間中の変動額

新株の発行 56 55  55      112

剰余金の配当       △287 △287  △287

利益処分による役員賞与       △88 △88  △88

中間純利益       854 854  854

自己株式の取得         △2 △2

自己株式の処分   0 0     0 0

別途積立金の積立      1,900 △1,900 －  －

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
          

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
56 55 0 55 － 1,900 △1,420 479 △2 589

平成18年９月30日　残高

（百万円）
11,287 11,467 0 11,467 247 11,500 1,553 13,300 △56 36,000

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日　残高

（百万円）
253 253 35,664

中間会計期間中の変動額

新株の発行   112

剰余金の配当   △287

利益処分による役員賞与   △88

中間純利益   854

自己株式の取得   △2

自己株式の処分   0

別途積立金の積立   －

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△84 △84 △84

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
△84 △84 504

平成18年９月30日　残高

（百万円）
168 168 36,168
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び

評価方法

(1）有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

　その他有価証券

　時価のあるもの

　中間決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定すること

としております。）

(1）有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

同左

　その他有価証券

　時価のあるもの

　中間決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定するこ

ととしております。）

(1）有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

同左

　その他有価証券

　時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定することとし

ております。）

 　時価のないもの

　移動平均法による原価法

　時価のないもの

同左

　時価のないもの

同左

 (2）たな卸資産

商品

　移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

同左

(2）たな卸資産

同左

２．固定資産の減価償却

の方法

(1）有形固定資産

　定率法

　ただし、建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用して

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物　　　　　３年～42年

構築物　　　　７年～40年

器具及び備品　２年～20年

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるた

め、支給見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

 (3）役員賞与引当金

──────

(3）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業

年度における支給見込額の当中間会

計期間末において発生していると認

められる額を計上しております。

（会計方針の変更）

　当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成17年11月29日　企業

会計基準第４号）を適用しておりま

す。

　これにより前事業年度と同一の基

準を適用した場合に比べて、販売費

及び一般管理費が25百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前中間

純利益がそれぞれ同額減少しており

ます。

(3）役員賞与引当金

──────

－ 34 －



項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

中間期末において発生していると認

められる額を計上しております。数

理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から処理すること

としております。

(4）退職給付引当金

同左

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び適

格退職年金制度に係る年金資産の見

込額に基づき、発生していると認め

られる額を計上しております。

　数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定年数（５年）による定額法によ

り、発生年度の翌期から処理するこ

ととしております。

 (5）役員退職給与引当金

　役員退職金の支給に備えるため、

内規に基づく中間期末退職金要支給

額を計上しております。

(5）役員退職給与引当金

同左

(5）役員退職給与引当金

　役員退職金の支給に備えるため、

内規に基づく期末退職金要支給額を

計上しております。

４．リース取引の処理方

法

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を採用しております。

同左 同左

５．ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　ヘッジ会計の要件を満たす金利ス

ワップについては、特例処理を採用

しております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

①　ヘッジ会計の方法

同左

 ②　ヘッジ方針

　当社の事業遂行に伴い発生するリ

スクの低減を目的として、それぞれ

のリスクに応じたヘッジ手段を適切

かつ適時に実行する方針であります。

②　ヘッジ方針

同左

②　ヘッジ方針

同左

 ③　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

③　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

③　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

 ④　有効性の評価方法

　金利スワップについては特例処理

の要件を満たしているため、有効性

の判定を省略しております。

④　有効性の評価方法

同左

④　有効性の評価方法

同左

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項

　　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

　　消費税等の会計処理

同左

　　消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成

14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号　平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。

───── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当会計年度より、固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号　平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、

36,168百万円であります。

　なお、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、中間財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。

─────
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表示方法の変更

前中間会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

　「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６月９日法律第

97号）の適用に伴い、前中間会計期間まで投資その他の資産の「出資

金」に含めて表示していた投資事業組合への出資（659百万円）は当中

間会計期間より「投資有価証券」に含めて表示しております。

 ──────

注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度末

（平成18年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

 3,804百万円  4,141百万円  3,926 百万円

※２．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、未払消費税等として表示しており

ます。

※２．　　　　     同左 ※２．        ──────

※３．        ──────

 

※３．中間期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理しております。な

お、当中間会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間期末日満期手形

が中間期末残高に含まれております。

受取手形　　　　　　　　1,304百万円

支払手形　　　　　　　　2,204百万円

※３．        ──────

　４．保証債務

　子会社ディーアイエスシステム販売株式

会社の仕入債務０百万円に対して債務保証

をおこなっております。

　４．保証債務

　　　　　──────

　４．保証債務

　　　　　──────

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

　１．減価償却実施額 　１．減価償却実施額 　１．減価償却実施額

有形固定資産 235百万円

無形固定資産 163百万円

有形固定資産 237百万円

無形固定資産 262百万円

有形固定資産   480百万円

無形固定資産    406百万円

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式 39,176 1,464 44 40,596

合計 39,176 1,464 44 40,596

　（注）自己株式の株式数の増加1,464株は単元未満株式の買取りによる増加であり、減少44株は単元未満株式の買増しに

よる減少であります。
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（リース取引関係）

前中間会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間

期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間

期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末

残高相当額

 有形固定資産その他

(器具及び備品)

取得価額相当額 194百万円

減価償却累計額相

当額
114百万円

中間期末残高相当

額
79百万円

 有形固定資産その他

(器具及び備品)

取得価額相当額 216百万円

減価償却累計額相

当額
85百万円

中間期末残高相当

額
131百万円

 有形固定資産その他

(器具及び備品)

取得価額相当額    216百万円

減価償却累計額相

当額
 99百万円

期末残高相当額   117百万円

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

（注）             同左 （注）　取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 33百万円

１年超 46百万円

　合計 79百万円

１年内 42百万円

１年超 88百万円

　合計 131百万円

１年内   39百万円

１年超   78百万円

　合計   117百万円

（注）　未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

（注）             同左 （注）　未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しておりま

す。

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22百万円

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 24百万円

支払リース料   44百万円

減価償却費相当額   44百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありませ

ん。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・ リース取引

未経過支払リース料 未経過支払リース料 未経過支払リース料

１年内 56百万円

１年超 64百万円

　合計 120百万円

１年内 54百万円

１年超 77百万円

　合計 132百万円

１年内   53百万円

１年超   63百万円

　合計    117百万円
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成17年９月30日）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

　関連会社株式で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

関連会社株式 1,564 3,696 2,132

当中間会計期間末（平成18年９月30日）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

　関連会社株式で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

関連会社株式 1,564 1,871 307

前事業年度末（平成18年３月31日）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

　関連会社株式で時価のあるもの

貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

関連会社株式 1,564 2,838 1,274

（１株当たり情報）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 1,791円84銭 1,880円51銭      1,857円55銭

１株当たり中間(当期)純利益 51円58銭  44円52銭    136円71銭

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益

48円89銭 43円59銭    126円79銭

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 934 854 2,627

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 88

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） － － (88)

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 934 854 2,539

普通株式の期中平均株式数（株） 18,127,029 19,201,849 18,575,557

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － －

普通株式増加数（株） 997,006 408,419 1,453,025

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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